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裁 決 書

審査請求人』

上記審査請求人から平成25年10月１日付けで提起の生活保護法（昭和２５
年法律第144号。以下『法」という｡．）に基づく同年８月20日付けの費用徴収
決定処分(以下「本件処分」という。）に対する審査請求につい､て、次の
と.おり裁決します。．

垂

. ､ 主 ・ 文 ，
京都市長が平成25年８月20日付けで審査請求人に対して行った本件処分
を取り消款。〃
１審査請求の要旨
；審査請求人（以下「請求人」という６）は、京都市長（以下「処分
庁」とい《う。）が行った本件処分に対し、次の理由により処分の取消し
を 求 め る ｡ ｝
（理由）
平成24年の費用徴収決定通知の段階で、本件処分の通知がなく、･保護･期間中の厚二二三三三ヨは認められないことを知らずに貸付けを受けたも

》のである。

２処分庁の弁明の要旨
（１）京都市左京福祉事務所長（以下「福祉事務所長」という。）は平成
23年６月２２日付けで､･請求人の保護を開始する決定をした。．

（２）平成23年７月６日、福祉事務所長は寸請求人に「生活保護のしお
り」を交付して保護制度の概要を説明するとともに、保護受給中の画■塁壁菫些些瀧篁墓鱒壽耆窒薑勇籠皇窪豊ﾓ走厚

に情報提供を行うことの同意書を受理した６
（３）平成23年10月27日、福祉事務所長はも請求人からも知人に借金の返済､を求められ、してはいけないとわかっていたものの、［ ｺによ -
・り貸付けを受け、借金の返済に充てた旨の報告を受けた｡.（４）平成23年12月１５日、福祉事務所長は､請求人から、一
（ [ 二 一 ） 及 び 一 . の 請 求 人 名 義 の 普 通 預 金
口座の通帳の写しを受理し、請求人が平成23年８月３１日に
を申込み､同年９月27日に貸付金118万2,700円を受領していたことを確
認した。＝

（５）平成23年12月19日も福祉事務所長は､ケース診断会議を開催し､謂求
人が、保護受給中のここ三三三三コについて､認められないことを知って・いたにもかかわらず、平成23年９月２７日付けで120万円の貸付けを受け、
手数料１万7b300円を控除した118万2,700円(以下「本件貸付金」とい
う。）.を受領し、これを申告しないと･いう不正な手段により保護を受け
ていたとして、平成23年12月までに支給した保護費について、法第78条

‘の規定による費用徴収決定を行い、.その後、保護継続により、支給した
保護費が本件貸付金を超えた時点で､本件貸付金と今回の費用徴収額と
の差額について､.あらためて法第78条の規定による費用徴収決定を行う
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＝

方針を決定した。
（６）平成24年１月17日、福祉事務所長は、請求人から、本件貸付金に係る
債務について、「（1,182,700円の内）平成23年６月２２日から同年12月
３１日まで受給した生活保護費の金額」を誠実に返還する旨記載された債
務承認及び返還誓約書を受理した。

（７）平成24年１月２７日､福祉事務所長は、請求人が本件貸付金の収入を申
告せずに受給した平成23年９月から同年12月までの保護費27万493円に
ついて、法第78条による費用徴収を行う決定（以下「前処分」とい
う。）をし、同月３０日、｢費用徴収額は1,182,700円であるが平成23年
９月～12月までに受給した金額270,.493円はそれを下回るため、支給済
みの金額27α493円について生活保護法第78条に基づき費用徴収しま
す。」と記載した決定通知書を請求人に送付した｡．

（８）平成25年４月３日、福祉事務所長ほ、請求人に対し、前処分以降に支
給した保護費について、あらためて費用徴収を行う方針を説明した。-

（９）平成25年８月14日、処分庁は、本件処分として法第78条により、請求
人が不正に受給した平成24年１月から同年８月までの保護費91万2,207
円について費用徴収を行う決定をし､同月20日、本件処分に係る決定通
知書を請求人に送付した。

(10）法第78条は､費用徴収について、「不実の申請その他不正な手段に
より保護を受け、又は他人をして受けさせた者があるときは、保護費
を支弁した都道府県又は市町村の長は、その費用の全部又は一部を、
その者から徴収することができる。」と定めている。

(11）福祉事務所長は、請求人が平成23年９月２７日にによる貸付
金118万2j700円を受領したにもかかわらずこれを申告しないという不
正な手段により保護を受けていたことを確認したため、法第78条を適
用し、請求人に支給した保護費の費用徴収を行うこととした。

(12）福祉事務所長は、請求人から本件貸付金による債務額が118万2,700
円であることについてあら・かじめ債務承認及び返還誓約書を受理した
上、前処分を行い、その後、債務総額から前処分の額を控除した91万
2,207円について､本件処分を行ったものである。

(13）以上のとおり、本件処分は適法かつ適正に行われたものであるため、
本件審査請求についてこれを棄却するとの裁決を求める。

(14）なお、請求人は、保護開始時に通知がなく、保護受給中のＥ-『園により貸付けを受けることは認められないことを知らなかったと
して本件処分の取消しを求めているが、福祉事務所長は、保護受給中
の ] の 取 扱 い に つ い て 請 求 人 に 通 知 す る 義 務 は な く 、 ま
た、保護開始時、保護受給中のここ三三三三ヨは認められない旨の説明
を行った上で匡二菫一室三コに提出する同意書を請求人か
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ら受理していること、請求人が厚三劃が認められないことを知っ.て
いたと申立てを行っていることから、請求人の申立ては失当である。

３審査庁の認定事実及び判断
（１）認定事実
ア福祉事務所長は、平成23年６月２２日付けで、請求人の保護を開始す
る決定を行った。

イ平成23年7月６日、福祉事務所長は請求人に対して「生活保護のし
おり」を交付し､請求人からここ二三三三三三三三三菫二コに情報提供を
行うことの同意書を受理した。
ウ平成23年10月２７日、福祉事務所長は、請求人から、仁一によ
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ため貸付けを受けてしまったと説明を受けた。
エ平成23年12月15日、福祉事務所長は、請求人から、ここ三三三三コによ
る貸付けを受けた際の及び通帳の写しを受理した。また、
借入金は、知人等への借金返済に充当したため残っていないことを聴取
した。

オ平成23年12月19日、福祉事務所長は、ケース診断会議を開催し、本件
借入れが保護受給中に行われたものであることから、法第78条の規定に
より保護開始から同年12月までの保護費について返還を求あることとし
た。さらにも平成24年１月以降も保護を継続し､支給する保護費が本件
借入金の額に達した時点であらためて当該保護の返還を求める方針を決
定した。

力平成24年１月30日付けで、処分庁は､･平成23年９月分から同年12月分
までの保護費27万493円について、法第78条の規定により、費用徴収決
定処分を行った。，

キ平成25年４月３日、福祉事務所長は、請求人に対し、平成24年１月分
以降の保護費について､あらためて費用徴収を行う方針を説明した。
ク平成25年４月.11日、福祉事務所長はケース診断会議を開催し、一;鰯を受けつつ保護費を受け取ったとして､平成24年１月分から同年
８月分までの保護費のうち借入金相当額（手数料及び平成24年１月30日･付けで決定した徴収額を除く。）を不正受給額として、法第78条により
徴収することを決定した。これを踏まえ処分庁は､同年８月20日付で、
保護費相当額91万2,207円を費用徴収するとの処分を行った。

（２）判断
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ア 請 求 人は、費用徴収の原因となった E 一 について ､ 処 分 庁
から生活保護受給中の当該貸付けは受けてはいけないと知らされてお
らず、そのような通知もなかったため、本件処分は取り消されるべき
であると主張している。

イ保護は、法第８条において、基準及び程度の原則が定められてお叺
厚生労働大臣が定める基準により測定した要保護者の需要を基とし、
そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことができない不足分を補
う程度において行う,こととされている。すなわち、要保護者に収入が
存する場合にはも要保護者の最低生活費と収入とを比較し、要保護者
の収入が最低生活費に満たないときに保護が適用され、最低生活費か
ら収入を差し引いた差額が保護費として支給されるものである。
ウ法第78条は、不実の申請その他不正な手段により保護を受け､又は
他人をして受けさせた者があるときは、その費用の全部又は一部を、
その者から徴収することができると規定しており、虚偽の申告や意図
的な未申告溌認められた場合には、保護費を支給した都道府県又は市
町村の長は、本条に基づき被保護者等から不正受給した額を徴収する
こどとなる。
また、法は、福祉事務所長に対し、保護の適正な運営を図るため、

常に被保護者の状況を調査し知っておくことを求める（法第25条）一方で、極めて多数に上る被保護者の状況変化を自らの調査だけで
把握することは現実的には困難であることから、被保護者の側から
も自発的に所要の事項を届け出るよう求めている（法第61条）。

エ生活保護受給中の者が ' 二一を受けることについて、厚生労
働省は、日常的な生活需要や臨時的需要は生活保護費で満たされてお
り、ここ二三三三ヨ等ほ受ける理由がなく、さらに、？一
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匡 も の だ か ら 、 こ う し た 者 へ の 保 護 は 、 法 第 裂 条 に
定める保護の要件を満たしておらず生活保護法の趣旨に反するものと、整理している（平成18年３月３0日付け社援保発第0330001号厚生労働

…省社会・援護局保護課長通知「生活保護行政を適正に運営するための・手引きについて」）・
オこれを本件についてみると、福祉事務所長は、平成23年６月22日の
保護の相談時に生活保護のしおりを交付して生活保護制度の説明を行、
い､､同年７月６日にも、再度､生活保護のしおりを交付して制度説明
を行うとともに、過去に』一ｺを受けていたことから、保護受
給中に再び貸付けが行われないよう請求人情報を正一コ
匡三三ヨに提出するため請求人から同意書を徴収している。さらに、同
年10月２７日に福祉事務所が訪問調査を行った際に、請求人から「,(m， ;を受けてはいけないことについて）分かっていたが借金を
返してくれと言われ…中略…してしまった。」との内容を聴き取って
いる。これらのことから、福祉事務所は、請求人に対し、収入があっ
た場合は福祉事務所に申告すること、生活保護受給中のE一ｺ，
は認められないこと等について説明しており、また、請求人はそのこ・
とを認識していたと推認することができる。
それにもかかわらず、平成23年９月２７日、請求人は､ﾕｰｺに
して118万2,700円の貸付金収入を得、これを申告せずに保護を受けて
いたのだから、正しく申告されていれば保護費から差し引かれていた
貸付金収入相当額（平成23年.９月から同年12月分までの保護費支給
額）について､不正に保護を受けていたとして請求人から徴収すると
したことについては、誤りがない。

力しかし、処分庁は、費用徴収の額の算定に当たり､平成23年12月１５
日 に 及 て X I - i が 振 り 込 ま れ た 通 帳 を 提 出 さ せ て 貸
付金収入があることを確認した以後の生活保護費（平成24年１月分保．，護費から同年８月分保護費の一部まで）についてまでも、収入を意図
的に申告せず、又は虚偽の申告をして不正に保護を受けたものと．して
取り扱い、請求人に費用徴収を求める本件処分を行っているから、こ
の点に関しては法令等に従った適正な取扱いと．は言えず、違法又は不
当と認められる６：

キよって、本件審査請求は理由があると認め、行政不服審査法(昭和
３７年法律第160号）第40条第３項の規定により、主文のとおり裁決す
る。

平成27年12月２８日一

京 都 府 _ 知 事 山 田 啓
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